
改正税理士法の「学位による税理士試験免除」制度の Q&A フローチャート 

大学院進学は、 

平成 14 年 4 月 1 日以降か、

平成 14 年 3 月以前か？ 

修士学位等を授与された

研究は①税法に属する科

目等か、②会計学に属する

科目等か、③ ①②以外の

科目等か？ 

所得税法、法人税

法、相続税法、消

費税法、酒税法、

国税徴収法、住民

税、事業税、固定

資産税の試験のい

ずれかに一部科目

合格しているか。 

簿記論又は財務諸

表論の試験のどち

らかに一部科目合

格しているか。 

研究が税法に属する科目等

であることの認定申請がで

きる。 

研究が会計学に属する科目

等であることの認定申請が

できる。 

【認定申請に必要な書類 例示】 

● 研究認定申請書又は研究認定申請書兼税理士試験免除

申請書 

● 認定手数料分の印紙 

● 修士学位等の取得証明書 

● 成績証明書 

● 学位論文の写し 

● 指導教授の証明書 

● 住民票 

国税審議会の認定 

● 修得単位の審査 

● 研究論文の審査 

一部科目合格してい

る以外の税法科目に

合格したとみなされ

る。 

一部科目合格してい

る以外の会計学科目

に合格したとみなさ

れる。 

修士・博士の別並びに学位授

与の時期及び国税審議会へ

の免除申請の時期を問わず、

改正前の税理士法の免除制

度が適用される。 

修士学位等とは 

・ 修士の学位 

・ 修士（専門職）の学位 

・ 法務博士（専門職）の学位 

平成 14 年 3 月以前の進学である 

平成 14 年 4 月 1 日 

以後の進学である 

修士学位 

等である 

①税法に属する

科目等である 

②会計学に属する

科目等である 

博士学位等を授与された

研究は①税法に属する科

目等か、②会計学に属す

る科目等か、③ ①②以外

の科目等か？ 

博士学位である 

試 験 免 除

制 度 の 適

用なし。 

税法に属する試験科目の

免除申請ができる。 

会計学に属する試験科目

の免除申請ができる。 

国税審議会に免除申請書を提出 

【免除申請に必要な書類 例示】 

● 税理士試験免除申請書 

● 博士学位の取得証明書 

● 成績証明書 

● 博士の学位取得に係る博士論文の概要 

● 指導教授の証明書 

● 住民票 

申請する税法又は

会計学に属する科

目の、試験 1 科目

に一部科目合格す

る必要あり。 

①税法に属

する科目

等である 

②会計学に

属する科

目等であ

る ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

③ ①②以外の

科目等 

③ ①②以外の

科目等 

試 験 免 除

に な ら な

い。 

要件不備 

税法に属する 

科目等の認定 
会計学に属する 

科目等の認定 

会計学に属する試験

科目の免除決定 

税法に属する試験科

目の免除決定 

不認定 

税法に属する 

科目等の認定申請 

会計学に属する 

科目等の認定申請 

ＹＥＳ 

会計学に属する 

科目等の要件具備 

一部科目合格してい

る以外の税法科目に

合格したとみなされ

る。 

税法に属する 

科目等の認定 

税法に属する 

科目等の認定 

税法に属する 

科目等の要件具備 

スタート 

改正後の税理士法

の免除制度が適用

される。 

学位は修士学位等

か博士学位か？ 


